
 

 ９．災害時における連絡体制及び協力体制に関する取り扱い 

 

出雲市長（以下「甲」という。）と中国電力株式会社出雲営業所長（以下「乙」という。）は、災害時

の円滑な連絡体制および協力体制の確立を図ることを目的として次のとおり確認する。 

 

（連絡） 

第１条 乙は、甲に対し、次に掲げる事項について、適時、「災害時における出雲市と中国電力㈱出雲営

業所との連絡体制図」に基づき、情報提供するものとする。 

（１）停電発生時刻 

（２）停電発生地域 

（３）停電発生戸数 

（４）停電復旧見込み 

（５）停電原因 

（６）停電復旧時刻 

 

（協力） 

第２条 甲は、停電に関し、次に掲げる乙からの協力要請内容に対して、適宜、協力するものとする。 

（１）広報車による住民への周知 

（２）防災無線、自治会等を活用した住民への周知 

（３）公民館等への掲示物等の設置場所の提供  

（４）避難所へ避難された住民への周知 

（５）道路等の被災・復旧状況の情報提供 

 

（連携） 

第３条 甲は、次に掲げる乙からの要請事項に関して、連携をとり、対応するものとする。 

（１）土砂崩れ、倒木等による道路復旧 

（２）除雪対応状況の情報提供 

（３）電力復旧に必要な箇所の優先的な除雪 

 

（要員派遣） 

第４条 広範囲かつ２４時間以上継続する停電が発生した場合、甲から要請され乙が派遣すべきと判断

した場合に、乙は甲へ要員派遣を行うものとする。 

派遣要員の役割は、停電状況・復旧状況等の甲への情報提供および道路等の被災・復旧状況の

甲からの情報収集とする。 

 

（防災訓練） 

第５条 甲および乙は、災害対策を円滑に推進するため、甲または乙の実施する防災訓練への参加の要

請があれば可能な限り参加するものとする。 

また、連絡・協力体制の運用に関して双方の認識を確認するため、甲と乙の関係部署による打

合せの場を年１回（原則として毎年５月）開催する。 

 

（取扱いの変更） 

第６条 この取扱いに定める事項につき、変更すべき事由が生じたときは、甲および乙は、いずれから

もその変更を申し出ることができる。この場合において、甲および乙は、誠意をもって協議する

ものとする。 

 



 

（運用） 

第７条 この取扱いの実施に必要な細目については、甲および乙が協議の上、別に定めるものとする。 

 

（その他） 

第８条 この取扱いに定めた事項について疑義を生じたとき、または定めのない事項については、甲お

よび乙が協議して定めるものとする。 
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